
中
間
試
案
の
改
正
項
目
は 

ほ
ぼ
盛
り
込
ま
れ
る
見
込
み

現
在
、
16
年
６
月
に
と
り
ま
と
め

ら
れ
た
中
間
試
案
に
対
す
る
パ
ブ
リ

ッ
ク
コ
メ
ン
ト
（
意
見
募
集
）
の
結

果
を
ふ
ま
え
、
各
改
正
案
の
見
直
し

が
行
わ
れ
て
い
る
。
中
間
試
案
と
第

20
回
会
議
ま
で
の
改
正
案
を
比
較
し

た
も
の
が
図
表
１
で
あ
る
。
大
き
な

変
更
点
と
し
て
、
配
偶
者
の
相
続
分

引
上
げ
の
案
は
お
お
む
ね
撤
回
さ
れ

た
が
、
そ
の
他
の
改
正
項
目
に
つ
い

て
は
内
容
が
修
正
さ
れ
た
も
の
の
、

ほ
ぼ
盛
り
込
ま
れ
る
見
込
み
と
な
っ

て
い
る
。

被
相
続
人
の
配
偶
者
は 

長
期
居
住
権
の
取
得
が
可
能
に

〔
短
期
居
住
権
〕

被
相
続
人
の
所
有
す
る
建
物
で
同

居
す
る
相
続
人
に
対
し
て
は
、
被
相

続
人
死
亡
後
に
そ
の
居
住
を
保
護
す

る
必
要
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
る
。
こ

の
よ
う
な
同
居
相
続
人
（
配
偶
者
に

限
ら
れ
な
い
）
に
は
、
判
例
上
、
被

相
続
人
と
の
間
で
の
居
住
建
物
の
使

用
貸
借
の
合
意
を
推
定
し
て
居
住
を

認
め
る
取
扱
い
が
確
立
し
て
い
た
が
、

居
住
建
物
が
他
の
相
続
人
に
遺
贈
さ

れ
た
場
合
な
ど
は
、
そ
の
よ
う
な
合

意
の
推
定
に
よ
る
こ
と
が
で
き
ず
居

住
を
保
護
で
き
な
い
と
い
う
問
題
が

あ
っ
た
。

中
間
試
案
で
は
、
相
続
開
始
時
に

被
相
続
人
が
所
有
す
る
建
物
に
無
償

で
居
住
し
て
い
た
配
偶
者
は
、
遺
産

分
割
終
了
ま
で
の
間
、
無
償
で
居
住

建
物
を
使
用
で
き
、
そ
の
建
物
が
配

偶
者
以
外
の
相
続
人
に
遺
贈
さ
れ
た

場
合
で
も
相
続
開
始
か
ら
一
定
期
間

は
無
償
で
使
用
で
き
る
と
す
る
、
使

用
貸
借
に
類
似
し
た
短
期
居
住
権
の

創
設
が
提
案
さ
れ
た
。
ま
た
、
配
偶

者
は
賃
料
相
当
額
の
経
済
的
利
益
を

得
て
い
る
こ
と
に
な
る
が
、
遺
産
分

割
に
お
け
る
具
体
的
相
続
分
の
計
算

に
算
入
さ
れ
な
い
こ
と
が
提
案
さ
れ

た
。そ

の
後
の
部
会
で
は
、
中
間
試
案

の
内
容
を
ベ
ー
ス
と
し
て
、
①
配
偶

者
が
居
住
建
物
の
一
部
を
店
舗
な
ど

法
制
審
議
会
の
民
法
（
相
続
関
係
）
部
会
で
議
論
さ
れ
て
い
る
相
続
法
の
改
正
は
、
現
在
、
２
０
１
６
年
６

月
に
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
中
間
試
案
に
対
す
る
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
（
意
見
募
集
）
の
結
果
を
ふ
ま
え
、各

改
正
案
の
見
直
し
が
行
わ
れ
て
い
る
。
議
論
の
あ
っ
た
配
偶
者
の
相
続
分
引
上
げ
案
は
お
お
む
ね
撤
回
さ
れ

た
も
の
の
、
長
期
居
住
権
な
ど
、
中
間
試
案
の
改
正
項
目
は
ほ
ぼ
盛
り
込
ま
れ
る
見
込
み
で
あ
る
。
本
稿
で

は
、
部
会
の
第
20
回
会
議
（
２
０
１
７
年
４
月
25
日
）
ま
で
の
最
新
の
議
論
の
動
向
を
解
説
す
る
。
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〔図表１〕 中間試案と第20回会議までの改正案の比較
改正項目 中間試案（おもな内容） 第20回会議までの改正案（おもな内容）

1 配偶者の 
居住権

短
期
居
住
権

相続開始時に被相続人所有の建物に無償で居
住していた配偶者は、遺産分割確定までの間、
無償で建物を使用できる（具体的相続分で考
慮しない）

相続開始時に被相続人所有の建物に無償で居住し
ていた配偶者（一部居住以外に使用していた場合
も含む）は、遺産分割確定までの間、無償で建物
を使用できる（具体的相続分で考慮しない）

配偶者以外の各相続人からの消滅請求を認める 同

配偶者以外の者が遺言等で建物を取得した場
合、相続開始から一定期間無償で使用できる

配偶者以外の者が遺言等で建物を取得した場合、
相続開始〔明渡し催告〕から６カ月間無償で使用
できる

長
期
居
住
権

相続開始時に被相続人所有の建物に居住して
いた配偶者は、遺産分割協議〔・審判〕、遺贈、
遺産分割方法の指定、死因贈与によって長期
居住権を取得できる（具体的相続分で考慮）

相続開始時に被相続人所有の建物を使用していた
配偶者（一部居住以外に使用していた場合も含む）
は、遺産分割協議・審判（とくに必要な場合等に
限る）、遺贈、死因贈与によって長期居住権を取
得できる（具体的相続分で考慮）

建物所有者からの消滅請求を認める 建物所有者からの消滅請求を認める（要催告）
登記による第三者対抗要件具備を認める 同
財産評価方法について検討 簡易な評価方法を例示

2

配偶者の 
相続分

婚姻後の財産増加割合によって配偶者の具体的相
続分を引き上げる〔20年〔または30年〕の間婚姻
している場合に、法定相続分を引き上げる〕

婚姻期間が20年以上の配偶者について、居住用不
動産の贈与等がされた場合に、特別受益の持戻し
免除の意思表示の推定規定を創設（特別受益に算
入しない）

可分債権
の取扱い

預貯金債権等の可分債権を遺産分割の対象とする

可分債権を含めた債権一般について遺産分割の対
象とする
債権の範囲について規律せず、対抗要件に関する
規律のみを設ける

遺産分割前の払戻しを認める〔認めない〕
遺産分割前の払戻しを認める〔認めない〕。認め
る場合に家庭裁判所での保全処分を利用した仮払
い制度等を創設

一部分割
必要がある場合、一部分割の審判を認める 同
審判・協議での残部分割については原則として特
別受益、寄与分を考慮しない 同

3

自筆証書 
遺言

遺言のうち財産の特定に関する事項（不動産の所
在地や預金の口座番号など）については自書を不
要とする

同

遺言の訂正部分の押印を不要とする 【撤回】
遺言（原本）を公的機関に保管委託できる制度を
創設（検認不要）

遺言（原本）を法務局に保管委託できる制度を創
設（検認不要）

遺言の 
効力など

遺言（相続分の指定、遺贈、遺産分割方法の指定）
により法定相続分を超えて取得した部分は対抗要
件が必要

遺言（相続分の指定、遺産分割方法の指定）によ
り法定相続分を超えて取得した部分は対抗要件が
必要

相続債務（可分債務）の相続人間での負担割合を
相続分の指定などに応じた割合とすることができ
る

相続債務（可分債務に限られない）の相続人間で
の負担割合を相続分の指定などに応じた割合とす
ることができる

遺贈者は、遺贈の対象物・権利について担保責任
を負う 同

遺言執行
者の権限

相続人の代理人とする規定（民法1015条）を削除
し、一般的権限および個別の類型（特定遺贈等）
の権限を規定

民法1015条を維持し、一般的権限および個別の類
型（特定遺贈等）の権限を規定

遺言執行の妨害行為の禁止（民法1013条）を削除
〔遺言執行者がある場合の妨害行為の無効、善意の
第三者に対抗できないとする規定を創設〕

遺言執行者がある場合の妨害行為の無効、善意の
第三者に対抗できないとする規定を創設（注２）

4 遺留分 
制度

減殺請求により原則として金銭債権が発生 同
相続人に対する相続開始前の一定期間（5年間）
の生前贈与を減殺対象とする

相続人に対する相続開始前10年間の生前贈与を減
殺対象とする



居
住
以
外
に
使
用
し
て
い
た

場
合
で
も
、
建
物
全
体
に
対

す
る
短
期
居
住
権
が
成
立
す

る
こ
と
、
②
居
住
建
物
が
配

偶
者
以
外
の
相
続
人
に
遺
贈

さ
れ
た
場
合
に
無
償
で
使
用

で
き
る
期
間
を
６
カ
月
と
す

る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
短
期
居
住
権
は
居
住

建
物
の
う
ち
配
偶
者
以
外
の

者
が
使
用
し
て
い
た
部
分
に

は
成
立
し
な
い
と
さ
れ
て
い

る
。ま

た
、
こ
の
短
期
居
住
権

は
、
相
続
人
に
対
し
て
の
み

効
力
を
有
す
る
こ
と
が
明
記

さ
れ
た
。
配
偶
者
以
外
の
相

続
人
が
、
遺
産
分
割
前
に
、

居
住
建
物
に
対
す
る
自
己
の

持
分
を
第
三
者
に
譲
渡
し
た

と
き
は
、
配
偶
者
は
そ
の
第

三
者
に
自
己
の
短
期
居
住
権

を
主
張
で
き
ず
、
賃
料
相
当

額
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
法
務
省
か
ら
は
、
配

偶
者
は
持
分
を
譲
渡
し
た
相

続
人
に
対
し
て
債
務
不
履
行

に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
を

す
る
こ
と
で
使
用
利
益
を
回

収
で
き
れ
ば
、（
結
果
的
に
）

負
担
し
な
く
て
よ
く
な
る
の
で
は
な

い
か
、
と
の
考
え
が
示
さ
れ
て
い
る

（
第
15
回
会
議
・
堂
薗
幹
事
発
言
）。

〔
長
期
居
住
権
〕

被
相
続
人
の
所
有
す
る
建
物
で
同

居
す
る
相
続
人
が
被
相
続
人
死
亡
後

も
居
住
を
続
け
る
た
め
に
そ
の
建
物

の
所
有
権
を
取
得
し
た
場
合
、
評
価

額
が
高
額
と
な
る
た
め
に
他
の
財
産

が
相
続
で
き
ず
、
と
く
に
高
齢
の
配

偶
者
で
は
生
活
資
金
の
確
保
が
む
ず

か
し
く
な
る
問
題
が
生
じ
る
。
中
間

試
案
で
は
、
相
続
開
始
時
に
被
相
続

人
が
所
有
す
る
建
物
に
住
ん
で
い
る

配
偶
者
に
つ
い
て
、「
遺
産
分
割
協

議
」
や
「
遺
贈
」「
遺
産
分
割
方
法

の
指
定
」「
死
因
贈
与
」
に
よ
っ
て

終
身
ま
た
は
一
定
期
間
建
物
の
使
用

が
で
き
る
、
賃
借
権
に
類
似
し
た
長

期
居
住
権
を
取
得
で
き
る
こ
と
が
提

案
さ
れ
た
。
登
記
（
占
有
は
不
可
）

に
よ
り
相
続
人
以
外
の
第
三
者
に
権

利
を
主
張
で
き
る
。
短
期
居
住
権
と

異
な
り
、
遺
産
分
割
に
お
い
て
評
価

額
相
当
の
金
額
を
相
続
し
た
も
の
と

み
な
さ
れ
る
が
、
所
有
権
と
比
べ
て

低
額
と
な
る
。

そ
の
後
の
部
会
で
は
、
中
間
試
案

の
内
容
を
ベ
ー
ス
と
し
て
、
長
期
居

住
権
の
柔
軟
な
利
用
の
観
点
か
ら
、

遺
産
分
割
方
法
の
指
定
（
例
：「
自

宅
は
妻
に
、
預
金
は
子
に
相
続
さ
せ

る
」
と
い
う
遺
言
）
に
よ
る
取
得
は

で
き
な
い
こ
と
と
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、

遺
産
分
割
方
法
の
指
定
に
よ
り
配
偶

者
が
そ
の
希
望
に
反
し
て
長
期
居
住

権
を
取
得
し
た
場
合
、
配
偶
者
は
長

期
居
住
権
だ
け
を
放
棄
す
る
こ
と
は

で
き
ず
（
相
続
自
体
を
放
棄
す
る
必

要
が
あ
る
）、
か
え
っ
て
配
偶
者
の

保
護
に
欠
け
る
た
め
で
あ
る
。
ま
た
、

長
期
居
住
権
は
配
偶
者
以
外
が
使
用

し
て
い
た
部
分
を
含
む
居
住
建
物
全

体
に
成
立
し
う
る
こ
と
が
明
示
さ
れ

た
。
さ
ら
に
、
長
期
居
住
権
の
財
産

評
価
方
法
に
つ
い
て
、
固
定
資
産
税

評
価
額
を
も
と
に
し
た
簡
易
な
評
価

方
法
が
例
示
さ
れ
て
い
る
。

事
実
上
撤
回
さ
れ
た 

配
偶
者
の
相
続
分
の
引
上
げ
案

中
間
試
案
で
は
、
配
偶
者
の
生
活

保
障
の
観
点
か
ら
、
配
偶
者
の
相
続

分
に
つ
い
て
、
婚
姻
後
の
財
産
増
加

割
合
に
応
じ
て
引
き
上
げ
る
案
と
、

婚
姻
か
ら
20
年
ま
た
は
30
年
経
過
し

て
い
る
場
合
に
一
律
に
引
き
上
げ
る

案
（
配
偶
者
と
子
が
と
も
に
相
続
す

る
場
合
は
３
分
の
２
〔
現
行
：
２
分

の
１
〕
な
ど
）
の
２
案
が
あ
げ
ら
れ
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改正項目 中間試案（おもな内容） 第20回会議までの改正案（おもな内容）

4 遺留分 
制度

遺贈・贈与について、目的財産のうち法定相続分
を超える部分を減殺対象とする

負担付贈与について、目的価額から負担価額を控
除した残額を減殺対象とする
不相当な対価による有償行為について、目的価額
から対価を控除した残額を減殺対象とする

遺留分の計算の際、遺留分権利者が得た積極財産
の額は具体的相続分相当額とする（寄与分の修正
は考慮しない）

同

5
相続人 
以外の者
の貢献

相続人以外の者〔二親等以内の親族〕が無償で被
相続人の療養看護その他労務の提供〔または事業
に関する労務の提供・財産上の給付〕をし、財産
の維持増加に特別の寄与をした場合に、相続人に
金銭支払を求めることができる

相続人以外の者〔二親等以内の親族〕が対価なし
に被相続人の療養看護その他労務の提供をし、財
産の維持増加に特別の寄与をした場合に、相続人
に金銭支払を求めることができる

（注）１．下線は中間試案からの変更点。〔　〕は、選択的に示されている案。
　　２．このほか、遺言執行者の指定がない場合の推定規定や、預貯金契約の解約権限の規定を設けることが提案されている。
（出所）法制審議会民法（相続関係）部会資料をもとに大和総研作成。

（前ページから）



て
い
た
。
し
か
し
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

メ
ン
ト
で
、
そ
も
そ
も
相
続
分
の
引

上
げ
自
体
へ
の
反
対
意
見
が
多
く
、

国
民
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
が
得
ら
れ
て

い
な
い
と
み
な
し
、
相
続
分
の
引
上

げ
案
は
事
実
上
撤
回
さ
れ
た
。

そ
の
後
の
部
会
で
は
、
こ
れ
に
代

わ
る
配
偶
者
保
護
の
案
と
し
て
、
婚

姻
期
間
が
20
年
以
上
の
配
偶
者
に
対

し
て
居
住
用
不
動
産
が
遺
贈
ま
た
は

贈
与
さ
れ
た
場
合
に
つ
い
て
、
特
別

受
益
の
段
階
で
配
慮
す
る
次
の
２
案

が
示
さ
れ
た
。
①
被
相
続
人
が
特
別

受
益
の
持
戻
し
免
除
（
遺
産
分
割
の

際
に
特
別
受
益
の
算
入
不
要
）
の
意

思
表
示
を
し
た
も
の
と
推
定
す
る

（
反
対
の
立
証
に
よ
り
覆
す
こ
と
が

可
能
）。
②
相
続
開
始
時
に
配
偶
者

が
居
住
し
て
い
た
場
合
に
限
り
、
特

別
受
益
に
算
入
し
な
い
。
い
ず
れ
も

配
偶
者
が
最
終
的
に
よ
り
多
く
の
財

産
を
取
得
で
き
る
よ
う
に
し
て
保
護

す
る
も
の
で
あ
る
。

可
分
債
権
の
遺
産
分
割
は 

仮
払
い
制
度
を
提
案

中
間
試
案
で
は
、
預
貯
金
債
権
等

の
可
分
債
権
を
遺
産
分
割
の
対
象
と

し
た
う
え
で
、
遺
産
分
割
前
の
一
部

の
相
続
人
に
よ
る
債
権
の
行
使
（
預

貯
金
債
権
の
払
戻
し
請
求
な
ど
）
を

認
め
る
か
否
か
の
２
案
が
示
さ
れ
て

い
た
。
そ
の
後
の
部
会
で
は
、
一
部

の
預
貯
金
債
権
を
遺
産
分
割
の
対
象

と
す
る
判
例
変
更
（
最
高
裁
２
０
１

６
（
平
成
28
）
年
12
月
19
日
決
定
）

を
ふ
ま
え
、
遺
産
分
割
の
対
象
と
す

る
債
権
の
範
囲
に
つ
い
て
、
可
分
債

権
を
含
め
た
債
権
一
般
を
対
象
と
す

る
案
と
債
権
の
範
囲
に
つ
い
て
解
釈

が
分
か
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
規
律
を

設
け
な
い
案
が
示
さ
れ
た
。
ま
た
、

遺
産
分
割
前
の
債
権
の
行
使
に
つ
い

て
は
中
間
試
案
の
２
案
が
維
持
さ
れ

た
う
え
で
、
権
利
行
使
を
認
め
る
た

め
の
具
体
的
な
方
策
と
し
て
、
新
た

に
仮
払
い
制
度
等
の
創
設
が
提
案
さ

れ
て
い
る
（
図
表
２
）。

遺
言
の
遺
産
目
録
な
ど
に
お
い
て 

自
書
を
不
要
に

今
回
の
改
正
案
で
は
、
遺
言
の
う

ち
の
自
筆
証
書
遺
言
に
つ
い
て
、
方

式
の
緩
和
を
含
め
て
複
数
の
見
直
し

が
検
討
さ
れ
て
い
る
。

遺
言
で
は
、
遺
言
の
本
文
の
他
に

別
紙
と
し
て
遺
産
目
録
を
作
成
し
、

そ
の
遺
産
目
録
に
財
産
を
特
定
す
る

た
め
の
事
項
（
不
動
産
の
場
合
は
登

記
情
報
、
預
貯
金
の
場
合
は
金
融
機

関
名
、
口
座
番
号
な

ど
）
を
記
す
こ
と
が

多
い
が
、
自
筆
証
書

遺
言
で
は
、
こ
の
遺

産
目
録
に
つ
い
て
も

す
べ
て
自
筆
で
書
く

こ
と
が
要
求
さ
れ
る

た
め
、
と
く
に
遺
言

者
が
高
齢
で
あ
る
場

合
な
ど
は
作
成
の
負

担
が
大
き
く
、
自
筆

証
書
遺
言
の
利
用
を

妨
げ
る
要
因
と
い
わ

れ
て
い
た
。
中
間
試

案
で
は
、
こ
の
「
財

産
の
特
定
に
関
す
る

事
項
」
に
つ
い
て
自

書
を
不
要
と
し
、
代

わ
り
に
遺
産
目
録
の

全
ペ
ー
ジ
に
遺
言
者

の
署
名
押
印
を
要
す

る
こ
と
が
提
案
さ
れ

た
。
遺
産
目
録
の
作

成
方
法
に
つ
い
て
は

と
く
に
規
定
は
な
く
、

パ
ソ
コ
ン
、
遺
言
者

以
外
の
者
の
代
筆
の

ほ
か
、
建
物
の
全
部

事
項
証
明
書
の
末
尾

に
署
名
押
印
す
る
こ
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〔図表２〕 仮払い制度等の創設
１．家庭裁判所の保全処分を利用する案 ２．家庭裁判所の判断を不要とする案

概要 保全処分の要件を緩和し、相続人の申立てにより
預貯金債権の全部または一部の仮払いを認める

一定額を限度として、相続人単独での権利行使を
認める

要件

◦�相続債務の弁済、相続人の生活費の支弁その他
の事情により必要があること（注１）

◦�他の共同相続人の利益を害しないこと
（◦遺産分割調停・審判の申立てが係属している
こと（本案係属要件））（注２）

相続開始時の債権額の２割×法定相続分まで、か
つ金融機関ごとに100万円までを限度

遺産分割での�
精算方法（注３）

共同相続人により遺産分割前に処分された遺産（預貯金債権に限らない）については、遺産分割に
おいてなお存在するものとみなす

〔権利行使された預貯金債権について、その相続
人は遺産分割の対象とする同意をしたものとみな
す〕（注４）

（注） １ ．請求できる費目は相続債務、相続人の生活費の支弁に限られず、裁判所の判断による（例示列挙）。ほかには被相続
人の葬式費用、遺贈義務の履行費用などが考えられる。

　　２．保全処分一般に必要とされる本案係属要件については、必要とする方向で議論されているようである。
　　３．遺産分割のなかで各相続人が払戻しを受けたぶんを考慮することで、他の相続人との実質的公平を図るものである。
　　４．〔　〕は、選択的に示されている案。
（出所） 　法制審議会民法（相続関係）部会第20回会議資料をもとに大和総研作成。



と
で
も
可
能
と
さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
自
筆
証
書
遺
言
の
訂
正
の

方
式
に
つ
い
て
は
、
現
行
で
は
遺
言

者
の
署
名
に
加
え
て
、
訂
正
部
分
へ

の
押
印
が
要
求
さ
れ
て
い
る
。
中
間

試
案
で
は
、
こ
の
押
印
を
不
要
と
す

る
方
式
緩
和
が
提
案
さ
れ
た
も
の
の
、

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
で
偽
造
・
変

造
の
お
そ
れ
を
懸
念
す
る
意
見
が
寄

せ
ら
れ
た
こ
と
を
受
け
、
そ
の
後
の

部
会
で
、
こ
の
案
は
撤
回
さ
れ
て
い

る
。ま

た
、
中
間
試
案
で
は
、
公
正
証

書
遺
言
に
な
ら
い
、
自
筆
証
書
遺
言

（
原
本
）
を
公
的
機
関
に
保
管
委
託

で
き
る
制
度
の
創
設
が
提
案
さ
れ
、

そ
の
後
の
部
会
で
具
体
的
な
保
管
先

を
法
務
局
と
す
る
案
が
示
さ
れ
た
。

相
続
人
等
は
相
続
開
始
後
に
、
遺
言

が
保
管
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
の
照

会
、
保
管
さ
れ
て
い
る
遺
言
原
本
の

閲
覧
、
正
本
の
交
付
請
求
が
で
き
る

ほ
か
、
遺
言
の
検
認
手
続
は
不
要
と

す
る
こ
と
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。

法
定
相
続
分
を
超
え
る
財
産
の 

取
得
で
対
抗
要
件
が
必
要
に

相
続
人
が
遺
言
に
よ
っ
て
相
続
財

産
を
取
得
し
た
場
合
に
、
そ
の
取
得

を
第
三
者
に
主
張
す
る
た
め
に
登
記

な
ど
の
対
抗
要
件
を
要
す
る
か
ど
う

か
に
つ
い
て
は
、
判
例
上
、
そ
の
取

得
が
遺
贈
（
遺
言
に
よ
る
贈
与
）、

相
続
分
の
指
定
（
例
：「
全
財
産
の

３
分
の
２
を
妻
に
」
と
い
う
遺
言
）、

遺
産
分
割
方
法
の
指
定
の
い
ず
れ
に

あ
た
る
か
に
よ
っ
て
判
断
が
分
か
れ

て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
遺
贈
の
場
合

は
通
常
の
贈
与
等
と
同
じ
く
、
意
思

表
示
に
よ
る
物
権
変
動
で
あ
る
た
め
、

そ
れ
を
規
律
す
る
民
法
１
７
７
条
が

適
用
さ
れ
、
対
抗
要
件
が
必
要
に
な

る
が
、
相
続
分
の
指
定
ま
た
は
遺
産

分
割
方
法
の
指
定
の
場
合
は
相
続
を

原
因
と
す
る
包
括
承
継
で
あ
る
た
め
、

民
法
１
７
７
条
が
適
用
さ
れ
ず
、
対

抗
要
件
は
不
要
と
さ
れ
て
い
た
。
中

間
試
案
で
は
、
法
定
相
続
分
を
超
え

る
相
続
財
産
の
取
得
に
つ
い
て
は
、

い
ず
れ
の
取
得
方
法
に
あ
た
る
か
に

か
か
わ
ら
ず
、
一
律
に
対
抗
要
件
を

必
要
と
す
る
案
が
示
さ
れ
、
そ
の
後

の
部
会
に
お
い
て
「
相
続
分
の
指

定
」「
遺
産
分
割
方
法
の
指
定
」
に

よ
る
取
得
に
つ
い
て
、
対
抗
要
件
を

必
要
と
す
る
規
定
を
お
く
案
に
変
更

さ
れ
て
い
る
。
遺
贈
に
つ
い
て
は
、

民
法
１
７
７
条
で
対
抗
要
件
が
必
要

に
な
る
こ
と
か
ら
、
特
別
な
規
律
は

設
け
な
い
こ
と
と
さ
れ
た
。

生
前
贈
与
の
減
殺
対
象
は 

相
続
開
始
か
ら
10
年
間
を
提
案

現
行
で
は
、
遺
留
分
減
殺
請
求
が

さ
れ
る
と
、
減
殺
さ
れ
た
生
前
贈
与

等
は
遺
留
分
侵
害
額
の
限
度
に
お
い

て
効
力
を
失
い
、
財
産
は
受
贈
者
等

と
遺
留
分
権
利
者
と
の
共
有
と
な
る

の
が
原
則
で
あ
る
（
現
物
返
還
）。

し
か
し
、
こ
の
よ
う
に
利
害
が
対
立

す
る
者
の
間
で
共
有
関
係
が
生
じ
る

と
、
そ
れ
を
解
消
す
る
段
階
で
も
新

た
な
紛
争
が
生
じ
る
な
ど
の
問
題
が

指
摘
さ
れ
て
い
た
。
中
間
試
案
で
は
、

こ
の
遺
留
分
減
殺
請
求
が
さ
れ
た
場

合
の
効
力
に
つ
い
て
、
原
則
と
し
て

遺
留
分
侵
害
額
に
相
当
す
る
額
の
金

銭
債
権
が
発
生
し
、
受
贈
者
等
に
金

銭
の
支
払
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る

ほ
か
、
受
贈
者
等
の
選
択
に
応
じ
て

現
物
返
還
も
可
能
と
す
る
案
が
示
さ

れ
た
。

ま
た
、
減
殺
対
象
と
な
る
生
前
贈

与
の
範
囲
に
つ
い
て
、
相
続
人
に
対

す
る
贈
与
の
場
合
は
、
判
例
お
よ
び

実
務
上
、
過
去
の
す
べ
て
の
贈
与
が

対
象
と
さ
れ
て
き
た
。
中
間
試
案
で

は
、
こ
の
贈
与
の
範
囲
を
相
続
開
始

前
の
一
定
期
間
の
贈
与
に
限
定
す
る

こ
と
と
さ
れ
、
そ
の
後
の
部
会
で
、

こ
の
一
定
期
間
を
「
10
年
間
」
と
す

る
案
が
示
さ
れ
て
い
る
。

相
続
人
以
外
の
者
の
貢
献
は 

労
務
の
提
供
に
限
定

中
間
試
案
で
は
、
寄
与
分
制
度
を

受
け
ら
れ
る
相
続
人
と
の
公
平
の
観

点
か
ら
、
相
続
人
以
外
の
者
（
内
縁

の
配
偶
者
な
ど
）
が
被
相
続
人
の
財

産
の
維
持
増
加
に
特
別
の
寄
与
を
し

た
場
合
、
相
続
人
に
対
し
て
金
銭
請

求
で
き
る
規
定
を
設
け
る
こ
と
が
提

案
さ
れ
た
（
寄
与
者
を
二
親
等
以
内

の
親
族
に
限
定
す
る
案
も
検
討
さ
れ

て
い
る
）。
そ
の
後
の
部
会
で
、
寄

与
行
為
か
ら
被
相
続
人
の
事
業
に
関

す
る
財
産
上
の
給
付
が
除
外
さ
れ
、

労
務
の
提
供
に
限
定
し
た
案
が
示
さ

れ
て
い
る
。

こ
ば
や
し
　
あ
き
こ

15
年
大
和
総
研
入
社
。
金
融
調
査
部

制
度
調
査
課
所
属
。
弁
護
士
（
東
京

弁
護
士
会
所
属
）。
国
内
外
の
法
律

・
制
度
の
調
査
を
行
い
、
現
在
は
と

く
に
税
制
や
会
社
法
、
金
融
商
品
取

引
法
、
民
法
に
関
す
る
調
査
に
注
力

す
る
。
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